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令和５年 月 日 

 

 

情報通信行政・郵政行政審議会電気通信事業部会 

部会長 三 友  仁 志  殿 

 

ユニバーサルサービス委員会 

主 査  関 口  博 正 

 

 

報 告 書（案） 

 

 

令和５年５月26日付け諮問第3168号をもって諮問された事案について、調査の結果、下

記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 提出された意見及びそれに対する当委員会の考え方は、別添１のとおりである。 

 

２ 本件、基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則の一部を改正する

省令の一部改正については、次のとおり諮問された省令案に法令上の修正を加えた上で、

改正することが適当と認められる。 

 

・基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則の一部を改正する省令

（令和２年総務省令第53号）の一部改正案について、別添２のとおりとすること。 

 

以上 
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（案） 

基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則の一部を改正する省令の 

一部改正に対する意見及びそれに対する考え方 
 

 

意見募集期間：令和５年５月 27 日（土）～同年６月 26 日（月） 

案件番号：145210111（基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則の一部を 

改正する省令の一部を改正する省令案に対する意見募集） 

 
 

意見提出者一覧 
意見提出者 １件（法人：０件） 

 

（提出順、敬称略） 

受付 意見提出者 

１ 個人 

  

別添１ 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

意見１ 考え方１  

○ 附則別表第４第２に新設する「注」の意味合いは何か。改正前の同表に

おいても「資本コスト」及び「保守コスト」の語があるが、その趣旨を明

確化するものか。その場合、明確化する意味は何か。 

【個人】 

○ 「資本コスト」及び「保守コスト」の語につ

いて、それらに含まれる複数の費用を明確に定

義するためのものと承知しています。 
無 
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基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則の一部を

改正する省令の一部を改正する省令案
― ＩＰ網への移行に伴うユニバーサルサービス交付金制度に基づく補填に係る規定の整備 ―

概 要

令和５年５月26日

令和５年５月26日 電気通信事業部会（第134回）諮問資料
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改正の概要 1

ＩＰ網への移行期間中のユニバーサルサービス補填額の算定に用いるLRIC（長期増分費用）モデルの反映【公布日施行】

※諮問第3159号（令和５年3月24日答申）において、IＰ網への移行期間中のユニバーサル

サービス補填額の算定方法については、第８次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルと第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデ

ルによる各補填額算定値の加重平均値をとり、これを補填額とすること、また、加重平均

の比率は、接続料算定時と同一の比率を適用することとしている。

■ユニバーサルサービス補填額の算定に、ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルとＩＰ－ＬＲＩＣモデルを併用する場合に用いられる規定のうち、

ＩＰ－ＬＲＩＣモデルに基づく原価の算定を規定している、令和２年総務省令第53号（基礎的電気通信役務の提供に係る交付

金及び負担金算定等規則の一部を改正する省令）の附則別表を改正し、第９次IP－LRICモデルに対応したものとする。

■第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルにおける回線需要（メタルＩＰ電話（加入電話）、ＩＳＤＮ、公衆電話及び光ＩＰ電話）や、ネットワーク構成

（収容局、コア局及び相互接続局による構成）に対応するため、対象設備や固定資産価額の算定方法等を改正する。

ＩＰ－ＬＲＩＣモデル（第９次）

相互接続局

収容局

コア局

相互接続点
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局内SP

他のコア局
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＜令和２年総務省令第53号の附則別表の概要＞

附則別表第１ 対象設備、附属設備等に係る設備等区分

附則別表第２
正味固定資産価額算定方法
設備区分ごとの投資額の算定方法

附則別表第３ 固定資産明細表、固定資産帰属明細表

附則別表第４
費用区分ごとの費用算定方式
共通費等の配賦基準

附則別表第５
設備区分別費用明細表
（設備区分ごとの減価償却費、固定資産税、
施設保全費等を記載）

・ＳＢＣ（Ｓｅｓｓｉｏｎ Ｂｏｒｄｅｒ Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）：網内の信号を網間で流通可能なＳＩＰ信号に変換する装置
・ＥＮＵＭ （E.164 Number Mapping）：電話番号とインターネット上のＩＰアドレスの対応関係を管理するサーバ。
・ＣＳ（Ｃａｌｌ Ｓｅｒｖｅｒ）：呼制御、加入者端末制御、経路選択、課金管理等の機能を持つ装置
・ＯＬＴ（Ｏｐｔｉｃａｌ Ｌｉｎｅ Ｔｅｒｍｉｎａｌ ）：電気通信事業者側に設置される光回線の終端装置
・Ｌ２ＳＷ（Ｌａｙｅｒ ２ Ｓｗｉｔｃｈ）：データリンク層におけるパケットの経路を判断し、転送する装置 47



今後のスケジュール（案） 2

令和５年５月26日

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）に、本改正について諮問

令和５年５月27日～同年６月26日

• 本省令案の意見募集

令和５年７月上旬

• 意見募集の結果を踏まえたユニバーサルサービス委員会における調査・検討

令和５年７月中

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）からの答申

令和５年８月

• 改正省令を公布

（参考） 改正省令公布後

• 総務大臣からＮＴＴ東日本・西日本へユニバーサルサービス交付金算定に用いる資産及び費用の整理の手順を通知

• ＮＴＴ東日本・西日本がユニバーサルサービス交付金算定に係る費用整理を行い、ＴＣＡへ資料提出（令和４年度分）※令和５年８月まで

• ＴＣＡから総務大臣へ交付金の認可申請（令和４年度分）※令和５年９月まで

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）に認可に係る諮問・意見募集

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）からの答申

• 総務大臣による認可
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LRICモデルによる接続料及びユニバーサルサービス補填額の算定
（電話網のIP網への移行期間中） 3

第８次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルと
第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルを組み合わせて使用。
（令和３年９月 情報通信審議会答申）

ＩＰ-ＬＲＩＣモデル（第９次）ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル（第８次）

ＧＣ局

ＩＣ局

相互接続点

中継交換機

加入者交換機

相互接続局

収容局

コア局

相互接続点

CS

加入者回線収容装置等

コア局ルータ

ＧＷルータ

接続事業者

県間伝送路

IPによる通信

Ｄ
Ｎ
Ｓ
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伝送路

L2SW OLT

ひかり電話メタルIP電話加入電話

相互接続点

IC接続 IP接続

GC接続
（中継専用有）

GC接続
（中継専用無） 収容局ルータ
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接続事業者
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ＩＣ・ＧＣ
統一接続料

ＩＰ接続料

ＰＳＴＮ・ＩＰ
統一単金

トラヒック比率で
加重平均

トラヒック移行割合で
加重平均

１年目 91％ ： 9％
２年目 66％ ： 34％
３年目 23％ ： 77％

局内SP

相互接続点

他の
中継交換機へ

他のコア局
ルータへ

接続料の算定との整合をとるため、第８次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルと第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルを組み合わせて使用。
（加重平均の比率も接続料の算定と同一）

■ 接続料の算定（制度整備済）

■ ユニバーサルサービス補填額の算定（今般の改正事項）

※加重平均の比率については、上記答申において、
「（前略）加重平均比率は、ＩＰ網への移行の計
画的・段階的実施を反映して、実際に予定されて
いる移行工程・スケジュールから予測される年度
ごとのトラヒック移行割合に基づき、あらかじめ
定めておくことが適当」
とされており、トラヒック移行割合を予測して
規定されたもの。

トラヒック移行割合で
加重平均

１年目 91％ ： 9％
２年目 66％ ： 34％
３年目 23％ ： 77％

参考（令和５年３月24日電気通信
事業部会資料１３２－２抜粋）
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